

























１号被保険者 (65 歳以上の者 ) と第２号被保険者




は、公費 50%( 国 25% ＋都道府県 12.5% ＋市町村
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1） 介護保険制度についての説明は厚生労働省 (2014b) を参考にした。
2） 2015 年 8 月より、一定以上の所得 ( 本人の合計所得金額が 160 万円以上。年金収入がある場合は、年金収入とその他の合計所得金
額が単身であれば 280 万円以上。) がある場合の自己負担は 2 割に引き上げられる。









によれば、2014 年の 65 歳以上人口が 3,300 万人、
生産年齢人口 (15～64 歳人口 ) が 7,785 万人であ
り、高齢化率は 26.0% となっている。高齢化は今
後も進み、2050 年では 65 歳以上人口が 3,768 万
人、生産年齢人口が 5,001 万人であると示してい














Leland (1968)、Caballero (1991)、Liljas (1998)、









































































































































険料 T を引いた w － T を若年期の消費 c1、老年期
の消費 c2 のための貯蓄 s に配分する。この時、若
年期の予算制約式は次のようになる。
w － T ＝ c1 ＋ s　　(1)
　老年期においては貯蓄の元本と利子を消費に充
てる。ただ、老年期の個人は、確率 p で介護状態





5） 介護保険の分析については、様々な観点から行われている。例えば、Richter and Ritzberger (1995) では、介護保険の存在によって健
康への投資インセンティブが減少し、モラルハザードを引き起こすことを示した。また、友田・青木・照井 (2004) では、現在の日本
の介護市場について超過需要が生じている点に着目し、超過需要を解消する政策によって社会厚生を引き上げられるか否かを考察し
ている。これら介護保険に関するサーベイについては安岡 (2011)、安岡 (2012) を参照。
6） 介護保険財源の世代間負担割合と高齢化については安岡 (2012) においても考察されているが、介護リスクという不確実性を考慮し
ていないために、介護状態に陥らなかった個人にとっては必ず効用が低下する結果となった。本稿は不確実性を導入して介護保険の
リスクプール効果を考察する点で安岡 (2012) とは異なる。








(1 ＋ r ) s ＝ c2












u ＝ lnc1 ＋ pαlnc2













　効用最大化を達成する消費配分は (1) を (2)、(3)
に代入したものを (4) に代入して、c1 についての
最大化問題を解くことによって導出することがで
きる。一階の条件は次の通りである。
du ＝ 1 － pα －dc1 c1 w－T－ Z －c11＋r






－((αp＋1)σ －(α＋2)I )＋　－((αp＋1)σ －(α＋2)I )2－4(1＋α)(I2－Iσ)
(6)2(1＋α)
　ただし、I＝w－T－ 、σ ＝ である。(6)
を (1) に代入することによって、貯蓄 s が得られ、













































ル経済においては θ=0.9 である。なお、(8) の n は
√￣ ￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣
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　内閣府 (2015) では、2013 年の 65 歳以上人口が







2050 年の 65 歳以上人口が 3,768 万人、生産年齢人
口が 5,001 万人であると示している。従って、老
年世代人口に対する若年世代人口の比率として、
5,001 万人÷ 3,768 万人を求め、n=1.327 を得た。
　αは老年期の消費から得られる効用の割引率を








近 10 年間の日本の長期金利（10 年もの国債利回
り）の平均はおおよそ 1% であり、30 年の複利計










1 ＋ r ＝ εkε-1　　(9)
w ＝ (1 － ε)kε　　(10)
　従って、1 ＋ r が与えられれば (9) より k が決ま
り、(10) から w が与えられる 8）。
　厚生労働省 (2014a) に、2013 年の介護サービス
受給者が 4,714,363 人であることが示されている。
高齢者数に対する介護サービス受給者の割合を介




護の総費用は 9 兆 4,409 億円であり、介護サービ
ス受給者で割ることによって、1 人当たりの介護





















ug ＝ 1nc1 ＋ αlnc2
g　　(11)
ub ＝ 1nc1 ＋ αlnc2
b　　(12)
　ug は老年期に介護状態にならなかった場合の効
7） 近年は大規模な金融緩和政策によって長期金利は低下しており、2015 年では 0.5% 程度となっている。
8） (9) と (10) より賃金率と利子率の関係は w=(1-ε) である。







































ⅰ　p=0.852, σ=0.484w, n=1.327 
( 現在の介護サービス受給者比率と介護費用のま
まで少子高齢化が進んだ場合 )
ⅱ　p=0.852, σ=0.484w, n=2.44 
( 現在の介護サービス受給者比率と介護費用、世
代間人口比率の場合 )
ⅲ　p=0.837, σ=0.484w, n=2.44 
( 現在の介護費用のままで、介護サービス受給者
比率が 10% 上昇した場合 )
ⅳ　p=0.852, σ=0.532w, n=2.44 
( 現在の介護サービス受給者比率のままで、介護























9） (11) と (12) における c2 はそれぞれ c2
g=(1+r)(w-c1)-((1+r)+a)T、c2
g=(1+r)(w-c1)-((1+r)+a)T-(1-θ)σ となる。これらの式を (4) に代入して、
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